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2020年度研究会の開催計画

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

研 究 会
第１回
ELSI
ｼﾋﾞｯｸﾃｯｸ

第２回
エネルギー

第３回
(企画中)

第４回
(企画中)
(CES報告)

フォーラム (企画中)

視 察 調 査 CEATEC
2020(web)

CES2021
(web)

報 告 書 報告書作成

【参考︓地元⾏政・財界等の取り組み】
大阪府・市

大阪スマートシ
ティ戦略会議

大阪ｽﾏｰﾄｼﾃｨﾊﾟｰ
ﾄﾅｰｽﾞﾌｫｰﾗﾑ発足

関⻄経済
連合会
都市OS実務者
ワーキング

第1回 (6月)
活動計画

第2回
社会課題解決
戦略策定

第3回
マネジメント
組織 (都市OS

実証実験)

第4回
ﾃﾞｰﾀ流通
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾙｰﾙ

第5回
振り返り
次年度計画

大阪商工
会議所

ｽﾏｰﾄｳｪﾙﾈｽｼﾃｨ
ｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰ (第
1回)

ｽﾏｰﾄｳｪﾙﾈｽｼﾃｨ ｵ
ﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰ (第2
回)

スーパーシティ
シンポジウム

万博 基本計画発表

※第3回～第4回研究会のテーマは企画中



今回のテーマ（エネルギー）について
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エネルギー需給をめぐる背景と今後の方向性

出所： 日本経済新聞
2020年10月22日 朝刊1面
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エネルギー需給をめぐる背景と今後の方向性

パリ協定（2015年12月）への対応 （脱炭素化）
・2050年までに80%の温室効果ガス排出削減 ⇒ 2050年に実質ゼロを目標に
・2030年度には、2013年度比26%の排出削減化の進行

令和元年度 エネルギーに関する年次報告（2020年6月）
・「脱炭素化社会に向けた電力レジリエンス小委員会」での議論を下記する。

電力ネットワークを取り巻く5つの構造変化
・再エネの主力電源化のための系統増強の必要性
・電力インフラのレジリエンス向上の必要性

（ブラックアウト防止、地域間連系線等）
・既存の送配電設備の更新投資の必要性
・デジタル化の進展と対応の必要性

（VPPやデマレス等による電気の流れの全体最適化）

・電力需要見通しの不透明化（人口減少に伴う電力需要減、
一部都市の人口流入、電化の進展等による電力需要増）

今後のネットワーク改革に向けて必要となる検討事項
（5つの方向性）

①ネットワーク形成の在り方の改革
②費用の抑制と公平な負担
③託送料金制度改革
④次世代型の送配電への転換
⑤レジリエンス・災害対応強化

第5次エネルギー基本計画（2018年7月）

・徹底した省エネルギー社会の実現
・AI/IoTやビッグデータを活用し、複数事業者や機器の相互連携による新たな省エネの取り組み推進が必要
・エネルギー使用実態に関するデータの更なる活用が重要

・再生可能エネルギーの主力電源化

・エネルギー自立の観点から、電化、水素化の進行



6 © 2019 Asia Pacific Institute of Research. All Rights Reserved

SDGsからみた、日本・大阪のエネルギー需給

・SDGs7（エネルギーをみんなにそしてクリーンに）で日本の相対
評価は概ね高い。

・ただし「最終エネルギー総消費量に占める再生可能エネルギー
の割合」は低評価。

・大阪府は国内比較でみると、再生可能エネルギー発電設備の導入量は
平均を超えるが、「新エネルギーの発電割合」の順位が低い。

SDGsの観点からも、再生可能エネルギーはさらに利用拡大が必要。

図表出所： 大阪府「SDGs17ゴール」の到達点の分析について http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/35381/00323268/04_sankou2.pdf
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部門別電力最終消費の推移

・電力需要全体の将来予測は、増・減とも大きな要因があるため困難（次ページ）。

・民生部門（業務・家庭）で増大傾向のエネルギー消費を特に削減する必要がある。

部門別電力最終消費の推移

（注1）「総合エネルギー統計」は、1990年度以降、数値の算出方法が変更されている。
（注2）民生は家庭部門及び業務他部門（第三次産業）。産業は農林水産鉱建設業及び製造業。
出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成
（令和元年度エネルギーに関する年次報告、p. 152. 図 第214-1-1, https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2020pdf/）

http://www.shouene-
kaden2.net/know/energy.html
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増加要因の例：データトラフィックの増大

・データトラフィックは、動画を中心に引き続き増大。これに伴う電力消費の急増が見込まれ、都市
のエネルギー需給を持続可能にするための施策が必要。

・デジタル化の進展に伴い、データ流通は増大している。Cisco（2019）
によると、世界のトラフィックは2018年から2021年にかけて、2倍に
増加し、2021年には1ヶ月あたり319エクサバイトに達すると予測さ
れている。

・また、世界中の全 IP トラフィック（ビジネスとコンシューマの両方）に
占める IP ビデオ トラフィックの割合は、2017 年の 75 % から 2022 
年には 82 % に増加する見込みとなっている。

出所：令和元年版情報通信白書, p. 47.

出所：令和元年版情報通信白書, p. 47, 図1-2-1-2.

出所（図・文とも）：
国立研究開発法人科学技術振興機構低炭素社会戦略センター(2019)
https://www.jst.go.jp/lcs/pdf/fy2018-pp-15.pdf

（2015年の評価）
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減少要因の例：人口減少

出典：「次世代ヘルスケア産業の創出に向けて」平成29年3月, 経済産業省.

・日本の人口は2050年までに、およそ20%減少見込み。これに伴う減少が見込まれる。



10 © 2019 Asia Pacific Institute of Research. All Rights Reserved

減少要因の例：技術進歩

（注1） エアコンは冷房・暖房期間中の電力消費量。冷暖房兼用・壁掛け
型・冷房能力2.8kWクラス・省エネルギー型の代表機種の単純平均値。
（注2） 電気冷蔵庫は年間消費電力量。定格内容積400lとする場合。
定格内容積当たりの年間消費電力量は主力製品（定格内容積401 ～
450l）の単純平均値を使用。2015年度以降JIS規格が改訂されている。
（注3） テレビは年間電力消費量。ワイド32型のカタログ値の単純平均値。
出典： 資源エネルギー庁、省エネルギーセンター「省エネ性能カタログ」
等を基に作成

出所： 令和元年度エネルギーに関する年次報告 p.114、図 第212-2-5.

技術進歩：

・データセンター (Power Usage Effectiveness(PUE))：

理論上1.0が限界で、空調など非ICT機器の省エネで改善。
2005 年ごろはPUE=1.9程度だったが、最新のデータセンター
では PUE=1.2～1.5程度を達成。

→12 年で PUE は 20%以上改善してきた。

・半導体回路の微細化： ムーアの法則（1.5 年で 回路の集積度
2 倍）に従って、消費電力も低減されるという経験則がある。

→加工寸法が 15～20nmに達している現在、今後の微細
加工がこの経験則に従うかは定かではなく、また 3 次元
化する場合に除熱の問題もあると考えられる。

・その他： 液浸、ヒートポンプなどの冷却方法の工夫、必要なと
き以外は動作しない（スマート化）など

出所：
情報化社会の進展がエネルギー消費に与える影響（Vol.1）, 
2019年3月, 国立研究開発法人科学技術振興機構低炭素社会戦
略センター.
https://www.jst.go.jp/lcs/pdf/fy2018-pp-15.pdf

主要家電製品のエネルギー効率の変化

・家電の省エネは頭打ち傾向だが、ICTハードの省エネは引き続き進展する見込み。
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行動変容、連携による省エネ施策

・業務・家庭部門に対しては、従来の、機器・建材に対するトップランナー制度や、ZEB/ZEHの普
及推進に加えて、需要側の行動変容や連携による省エネを促す取組が進められている。

・エネルギー消費機器や建材のトップランナー制度、工場・事業場の設置者に対する、省エネ法に基づ
く判断基準（中長期的に年度平均１％以上の低減）の提示、ZEB・ZEHの普及推進が進められてきた。

・情報発信による行動変容 【家庭分野・運輸分野】

・低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による家庭等の自発的対策推進事業（エネル
ギー消費やCO2排出実態に関するデータを収集、解析し、ナッジやブースト等の行動インサイトと
AI/IoT等の先端技術を組合せたBI-Techにより、一人ひとりにパーソナライズされたメッセージをフィー
ドバックし、低炭素型の行動変容を促している。

・行動科学の知見に基づく省エネアドバイス等を記載した紙媒体のレポートを一般世帯に送付。送付
開始後1年間で、地域毎に1%から2%強の省エネ・省CO2効果が統計的に有意に確認された。スマホ
アプリで使用量の見える化、使用量の変化に対するアラートメッセージを送る等で、3%強の省エネ・
省CO2効果が統計的に有意に確認された。【家庭】

・複数企業が連携した省エネ取組の認定 【産業分野】：
2018年6月の省エネ法改正では、複数の企業が連携する省エネ取組を「連携省エネルギー計画」とし
て認定し、省エネ量を企業間で分配して報告することを認めた。

（令和元年度エネルギーに関する年次報告、p. 243.
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2020pdf/）
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大阪府・市での施策の例

・再生可能エネルギー導入の拡大

大阪府・市は共同で、2014年に「おおさかエネルギー地産地消推進プラン」を策定。

・ナッジを活用した省エネ行動の促進

大阪府では、転入者数が府内トップレベルである吹田市において、2018～19年にかけて、
ナッジの活用による効果検証を実施。
具体的には、引っ越し時の「実態調査アンケート」と、「後日アンケート」による行動変容を検証
した。また、実態調査後の啓発リーフレットの配付の有無による差異を検証した。

・建物間の電力・熱の連携促進

大阪市では、市内中心部の業務集積地区において、複数の建物を熱導管や電力自営線で
繋ぎ、建物間で電力や熱の融通をするシステム「エネルギー面的利用」の導入を支援。

出典： 「大阪市における エネルギー面的利用の促進について」 大阪市環境局 平成30年11月改訂 大阪市
http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/2428/00000000/kankyouhairyo_manyuaru_H3011.pdf

出典： http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/21539/00000000/plan.pdf

出典： 「「ナッジ」を活用した啓発による省エネ行動促進の取組みについて」 大阪府
http://www.pref.osaka.lg.jp/eneseisaku/nudge/index.html
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需要側の需要量の抑制（ディマンドリスポンス）

需要家側で広域の需要量を抑制・制御する手法として、２段階のアプローチが進められている。

①時間帯に対応して有意な電気料金の価格差を設ける（ダイナミックプライシングを含む）
・2011～2015年にかけて、全国で４つの実証実験が行われた。
・さらに一般消費者へ浸透を狙い、スマートメーター導入、小売事業自由化による環境作り等

図の出所： 次世代エネルギー・社会システム
実証事業 ～ 総括と今後について ～, 平成28
年6月7日, p. 6
(次世代エネルギー・社会システム協議会（第18
回）‐配布資料)  資源エネルギー庁 省エネル
ギー・新エネルギー部
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需要側の需要量の抑制（ディマンドリスポンス）

②次の段階として、需要量の抑制の定量的な管理
分散した需要からの需要削減と集約（アグリゲーション）、ネガワット取引
⇒2017年4月にネガワット取引市場を創設。
⇒2017年11月に、デマンドレスポンスや、需要家の小規模設備をネットワーク化・制御して

発電所と同等の機能を提供する、バーチャルパワープラント（VPP）等の事業者に対す
る「エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスに関するガイドライン」を公表。

図の出所： エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスに関するガイドライン, 2020年6月改訂, p. 2およびp. 5, 資源エネルギー庁



本日のご講演について
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講演①

「脱炭素社会実現に向けた次世代エネルギーシステムのデザイン」

○SDGsの目標達成の流れの中で、脱炭素社会の実現、再エネ型経済社会の創造が

現在議論されている。そのような背景の中で、北九州市で行われたスマートグリッド

実証実験の成果とその意義について、生活習慣や心理的バイアスをはじめとする人

間行動や、AI、IoT等にも触れつつご紹介いただく。

○ご講演者： 北九州市立大学 経済学部 教授 牛房義明先生

○議論したい論点の例：

・人間行動を省エネに誘導するアプローチには、どのようなものがあるか

・それぞれのアプローチを、「効率性」と「公平性」から比較するとどうか
（以下の３つはアプローチ例と、ELSIから考えられる論点の例）

1）価格メカニズムの利用（環境税（炭素税）アプローチ、ダイナミックプライシングの利用などの
比較を含む） ⇒ どこまでの価格差が社会的に許容されるか

2）エネルギーの見える化、社会規範の活用などの「ナッジ」（消費者の持つ心理バイアスを逆に
利用する） ⇒ 有効性と倫理性をどう評価するか

3）人々の良心に訴えかけて省エネをお願いする
⇒ 「正直者が損をする」ことにならないか
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講演② 「AI, IoT時代に進化するビルディングオートメーション」

○建築設備においても、ZEB（ZEH）実現を目指したエネルギーマネジメントの高度化は

絶えず求められており、さらに広域・VPP等、より広汎な連携も進められている。

スマートシティ、スマート社会の実現に向けて、建物設備におけるAI・IoTの活用、今

後のスマートビルのトレンド、ビルオートメーションシステムの役割を紹介いただく。

○ご講演者： アズビル株式会社 AIソリューション推進部 企画グループ

シニアエンジニア 近田 智洋様

○議論したい論点の例：

・「人間中心の環境作り」と「全体最適」との折り合いをどうつけるか

・「シェアリング」と「個別最適化」との折り合いをどうつけるか

・また、次ページの論点でも意見交換したい。
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１．【共同体】 ・RE100など、エネルギーの観点から共同体の価値を上げる運用。
・住民が参加するエネルギーの「互助・共助」は可能か（例えばシェアリング）。

２．【関係性動学】 ・エネルギーマネジメントからくるライフスタイルの変化について。
・今は人間が行っているが、「モノのプロセス」に移行すべきボトルネック。

３．【改善と規制】 ・エネマネの継続的な改善と、料金制度などとの調整時の課題。
・運用データを利用して、システム改善の効果を検証する仕組み。

４．【アライアンスとコーディネータ】 ・投資負担や利益配分を調整する仕組み。
・アライアンスの場合、調整を行うコーディネータは誰が適切か。（例えば地域新電力）

５．【データの利用】 ・エネルギーの需要家・消費者のデータ利用の広がりと課題。
・エネマネにおけるデジタルデバイドは、どこに存在するか。

６．【まちづくりとの整合】 ・今後のエネマネの仕組みが都市計画にどう影響するか。
・官民連携は、どのような部分に必要とされるか。

2019年度研究会の考察をもとにした論点

昨年度抽出した６つの視点から議論したい論点は、例えば以下の通り。


